解散に伴う残余財産の分配をめぐる税務とそのトラブル回避策　　

　　　　　　　　　　　　田添　正寿

　1.はじめに

　2002年（平成14年度）上半期〔1〜6月〕の全国企業倒産（負債総額1,000万円以上）は、9,738件。負債総額は7兆4,886億2,400万円となった。倒産件数は、前年同期比4.6％増となり、戦後3番目の数字を記録しており、また負債総額は前年同期比3.4％の増加で、戦後２番目の規模に達している。また、上半期において、過去最悪を更新する22件の上場企業の倒産が発生していることも驚くべき事実である。倒産原因をみると、不況型倒産（販売不振・赤字累積・売掛金回収難）が、前年同期比8.2％増の7,125件、構成比は73.1％となり、上半期比較で件数・構成比ともに、過去最悪を更新した。

　このデータは、負債額1,000万円以上に限定されたものであるが、われわれ税理士の多くが関与している法人においても当然に倒産を目の当たりにしているのが現状であろう。

　そんな中、清算にかかわる税務に携わらざるを得ない立場の税理士として、心得ておくべき残余財産の分配における税務上の留意点について本稿において検証してみたい。

　2.会社の解散

　まず、残余財産の分配に至る清算手続きについて簡潔にふれておくこととする。

　会社が解散する場合においては、大きく二つに分けて考えることができる。ひとつは、業績不振により経営破綻をきたし事業閉鎖に追い込まれるケース。もうひとつは、企業組織再編の一環として、親企業が企業集団の構成員たる子会社等を解散するケースである。

ここでいう解散とは、会社の法人格を消滅させる原因となる法律事実のことをいい、会社の解散原因には、任意解散（株主総会の決議・会社存立時期の満了・会社の合併）と強制解散（会社の破産・解散を命ずる裁判・休眠会社の整理による解散・特別法〔銀行法、保険業法〕上の解散原因の発生）とがある。解散した会社は清算会社と呼ばれ、商法に定める清算手続きを行い、その手続きが結了したときに会社の法人格が消滅する。清算とは、会社の解散に伴いそれまでの法律的・経済的関係を整理する手続きをいい、具体的には、現務の結了、債権の取立て、財産の換価処分、債務の弁済及び残余財産の分配と一連の清算事務が行われる。そして、この清算事務の結了によって、会社の法人格は消滅することとなる。この清算の種類には、任意清算と法定清算とがある。さらに法定清算は、通常清算と特別清算に分かれる。任意清算は、定款の定めや総社員の同意によって会社の財産を自由に処分できる方法であって、人的会社たる合名会社や合資会社にのみ適用が認められているものである。これに対し、法定清算は、法律上定められた手続きによって財産整理を進めていく方法で、株式会社や有限会社は必ずこれによらなければならない。また、法定清算は清算手続きが監督下で行われるかどうかによって、通常清算と特別清算に区分される。通常清算は、取締役にかわって清算人を選任して、清算人が財産整理手続きを進め、関係人がこれを承認して、終結するというものであって、いわば自治的処理が認められた方法である。

　一方特別清算は、清算の遂行に著しい支障をきたすような特別な事情があるとき又は債務超過の疑いがあるときに、債権者・清算人・株主の申し立てにより、または裁判所の職権により裁判所の監督の下に進められる清算手続きをいう。

　そして、われわれ税理士が解散会社に携わる際の税務申告には次の4つがある。

1 解散事業年度の確定申告（解散確定申告）

2 清算事業年度予納申告

3 残余財産分配予納申告

4 清算確定申告

このうち、（2）は、清算手続きが短期間で

終了するようなケースでは不要であり、また（3）は、株主に分配する残余財産がなければ必要がない。しかし、（1）と（4）はどんなケースにおいても申告しなければならない。

　また、会社が解散すると、株主には「株式評価減」や「みなし配当」などの税務問題が発生する。また、債権者には「債権の貸倒れ」をする必要が出てくる。税務においては、これらのことについて詳細な定めをおいているので、処理するにあたっては、税務否認を受けないように十分チェックしておく必要がある。

3.残余財産の分配

　（1）残余財産

残余財産とは、解散会社の債務を完済した後に残った財産をいい、株主に分配されるべき財産のことである。ところで、残余財産はその金額が最終的に確定してから分配するのが普通である。しかし、清算手続きに長期間要するようなケースでは、確定する前に一部を分配することもある。いずれにしても、残余財産は、原則として各株主の有する株式の数に応じて平等に分配しなければならない（商法425）。

　清算とは、最終的に会社財産をすべて現金に換価し、債務を弁済して、その後に残った財産を株主に分配することである。したがって、この残余財産の価額を確定させる必要がある。

　（2）残余財産の価額

1 残余財産の時価評価

多くの場合、残余財産は現金預金のかたちになっているが、仮に有価証券や土地などの資産が多く含まれているときは、それを時価で評価したものを残余財産の価額とする。一般的に残余財産の分配は現金で行われるのが通常であるが、有価証券や土地などの現物によることもできる。

2 事後的費用の控除

　残余財産確定後清算結了にいたるまでの手続きにかかる次のような費用を見積もって、残余財産から控除する。

（1） 清算人の報酬

（2） 清算事務所の経費

（3） 残余財産分配のための通信費、送金費用

（4） 株主総会開催のための費用

（5） 清算結了に伴う登記関係費用

（6） 租税債務の控除

　　清算所得に対する法人税等の額があるときは控除する。

（3）残余財産の分配

①会社側

　残余財産はあくまで、株主に帰属するものである。したがって、残余財産の分配とは株主に対する出資持分の払戻しにほかならない。

会社が残余財産を株主に対して分配したときの会計処理は次の通りである。

　（借）資本金　　　　　　（貸）現預金

　　　　法定準備金

　　　　剰余金

2 株主側

残余財産を分配したときには、みなし配当が生じる場合がある。株主側にとって、残余財産の分配額にみなし配当が含まれている場合には、みなし配当課税が課されることとなる。この場合のみなし配当金額の計算は、次の通りとされている。（法法24①Ⅲ、法令23①Ⅲ）

〔計算式〕

1. みなし配当金額

残余財産分配額―解散法人の株式対応金額　＝　みなし配当金額

2. 解散法人の株式対応金額

1. 分配直前分配対応資本金額等

分配直前資本等の金額　×　

　　残余財産分配額

　　　分配直前期末簿価純資産価額

　　（小数点1位未満切上げ）

＝分配直前分配対応資本金額等

（注）①「分配直前資本等の金額」とは、残余財産を分配する直前の資本金と資本積立金の合計額をいう。

　②「分配直前期末簿価純資産価額」とは、残余財産を分配する期の前期末の資産の帳簿価額から負債の帳簿価額を控除した金額をいう。なお、残余財産の全部を分配する場合は、この「前期末」は、「その残余財産の確定する日の属する事業年度」とする。

3 上記割合が1を超えるときは、1とする。

2. 解散法人の株式対応金額

分配直前分配対応資本金額等

　　　　分配直前発行済株式総数

　×　分配対象株式総数　＝　解散法人の株式対応金額

　として計算されることなる。

（4）みなし配当の発生及び株式の譲渡

　個人株主が、残余財産の分配を受けた場合において、みなし配当課税が生じる場合と株式の譲渡として譲渡所得税が課される場合とがあり得る。この課税関係について、事例を用いて考えてみることする。

　前提条件

　個人株主A氏　

　解散会社B社

　B社の株式額面　5万円

　A氏の所有株式数　50株

　Ａ氏のＢ社株式取得価額　300万円　　　　とする。

　事例における交付金額および資本等の金額は、すべてA氏の所有株式数に換算されたものとする。　

ケース1

　交付金150万円、資本等の金額250万円

　このケースにおいては、交付金額が資本等の金額以下のため、みなし配当課税の金額は生じない。また、交付金額が150万円に対して取得価額が、300万円のため、譲渡所得税も生じないことなる。したがって、A氏の課税関係は何もないこととなる。

ケース2

交付金265万円、資本金等250万円

交付金が資本等の金額を上回っているため、265万円と250万円との差額15万円がみなし配当として課税されることとなる。株式等の譲渡所得の課税は、取得価額300万円と交付金のうちみなし配当を除いた部分の金額250万円との差額は、ケース1と同様課税はない。

　ケース3

　交付金350万円、資本金等250万円

　ケース2と同様、交付金と資本金等の差額100万円はみなし配当となる。交付金の350万円は取得価額300万円を上回ってはいるが、交付金のうちみなし配当の金額100万円を控除すると250万円となり、株式の譲渡所得は発生しない。

　ケース4

　交付金350万円、資本金等300万円の場合

　交付金と資本金等との差額50万円はみなし配当となる。交付金350万円から、みなし配当50万円を控除した金額は300万円のため、株式の譲渡所得は生じない。

　ケース5

　交付金400万円、資本金等350万円

　交付金と資本金等との差額50万円はみなし配当である。交付金400万円からみなし配当50万円を控除した金額350万円は、取得価額300万円を上回るため、差額50万円は株式等の譲渡所得金額となる。

　ケース6

　交付金350万円　資本金等400万円

　この場合、交付金350万円より資本金等の金額が多いため、みなし配当課税は発生しない。また、交付金350万円は取得価額300万円を上回るため、差額50万円は株式等の譲渡所得として課税されることとなる。

　以上の事例をまとめると以下のようになる。

1 法人の解散により、残余財産の分配として交付される金銭の額およびその他の資産の価額の合計額が当該法人の資本等の金額（資本の金額と資本積立金額との合計額）のうち交付の基因となった株式にかかる金額を超えるときは、その超える部分の金額は、利益の配当または　剰余金の分配の額とみなす。つまりみなし配当となる。

2 内国法人の個人株主が、その内国法人の解散により残余財産の分配として交付を受ける金銭の額および金銭以外の資産の価額の合計額（みなし配当となる部分の金額を除く）は、株式等の譲渡にかかる収入金額とみなして株式等にかかる譲渡所得課税をうける。

3 ②の規定は、交付を受ける金銭の額および金銭以外の資産の合計額（みなし配当となる部分の金額を除く）が、取得価額を超える場合に適用し、その超える部分の金額を株式等にかかる譲渡所得等にかかる収入金額とみなす。　

（5）残余財産の分配の際の贈与税の問題

　残余財産の分配を行う場合、株主にとっては株主平等の原則により、残余財産分配請求権を行使することとなる（種類株式の場合を除く）。もし、株主の持ち株比率に応じた分配がなされない場合においては贈与税の問題が発生することとなる。以下例を示して考察することとする。

　　株式会社　Ａ社

　設立時出資者　父　現金　3,000,000円

　　　　　　　　母　現金　2,000,000円

　　　　　　　　長男土地　5,000,000円

この前提において、Ａ社が解散による清算手続きを行い、残余財産が以下のようになった。

土地　　8,000,000円　　（時価）

現金　　2,000,000円

土地はもともと長男の出資したものであったため、分配を以下のようにすることとした。

　父　現金　　1,200,000円

　母　　現金　　800,000円

　長男　土地　8,000,000円　

　この場合、もともとの出資持分が、父：母：長男の割合が3：2：5であったにもかかわらずその割合に応じた分配がなされていないこととなってしまう。この結果、父から長男へ1,800,000円の贈与、母から長男へ1,200,000円の贈与をしたことになる。当然に長男は贈与税の負担を強いられることなる。また、設立時5,000,000円で株を取得して、分配時に8,000,000円で株を売却したこととなるため、株式等にかかる譲渡所得税の負担も生じる結果となる。

　商法425条において、残余財産は各株主の有する株式の数に応じてこれを株主に分配することを要す。但し第222条第1項の規定（種類株式）の適用を妨げず。と規定されており、この原則どおり分配をなさなかった場合には当然に贈与の問題が発生することに留意する必要がある。上記のような現物による分配においては、割合に応じた按分が必要となってくることとなる。

　（6）残余財産の分配における特例の適用関係

　残余財産の分配により株主が取得した資産につき、買換の特例を受けることができるであろうか。この点について、税務判例を検証する。

　Ｘは、長期譲渡所得の対象となる資産を譲渡し、法人から残余財産の分配により取得した資産を買換資産の特例に規定する買換資産に該当するとして、この特例を規定して確定申告を行った。これに対して税務署長は、買換資産の取得に当たらないとして更正処分を行った。この処分を不服として審査採決を経て訴訟におよんだものである。

　Ｘの主張は、買換の特例においては、買換資産たる取得のうち贈与及び交換による取得等は除外されているが、残余財産の分配による取得は除外規定に明記されていない旨主張している。確かに除外例として掲げられていない。判決においては、買換資産の特例の規定は、事業用資産を売却し、その受けた対価で代替のための資産を積極的に取得した場合を予定した制度といわなければならず、本件のようにたまたま残余財産の分配により取得した土地については、同特例による買換資産の取得とは当たらないと判示している。（最高裁昭和61年4月3日判決・税務訴訟資料第152号7頁）

　この事例のように、譲渡所得には各種税制の優遇措置が設けられているが、残余財産の分配においては適用することができない。なぜならば、残余財産の分配は、単に出資の払戻しを意味するものだからである。したがって、税務上の各種特例は残余財産の分配を予定してつくられたものではない。

　残余財産の分配においては、上記のような事例にみられるような税務否認を受けないために十分に留意する必要があるといえる。

　おわりに

　昨今の経済状況、事業承継者の不在等の理由で会社の解散を余儀なくされる法人は今後増加していく傾向にあるといえる。事実、清算にかかる税務申告に携わることも実務上多くなっている。そんななか、確かに債務の整理をすべて行った後、残余財産があるといったこともまれであることは事実である。しかしながら、1999年9月に解散した東証2部上場の繊維商社の立川㈱の例をとると、なんと解散時の株価を上回る残余財産の分配額が生じたという事例もある。これは、明治38年の創業時に取得した本社ビル用地の売却益によるものであった。このように、時価への評価換えもしくは債務免除等により残余財産が生じる可能性がある。このような場合における残余財産の分配については、税務上の問題が生じる可能性がある。本稿で検証した事例等を十分留意した上で対応する必要があるといえるであろう。
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